


























































































































































₁ 項 ₁ 号）、触法少年とは、₁₄歳に満たないが刑罰法令に触れる行為をした少年（ ₃
条 ₁ 項 ₂ 号）、そして虞犯少年とは、虞犯事由と虞犯性を有する者とされている（ ₃




























































た（₁₈₆₄年法 ₅ 章 ₂ 条）。₁₉₃₈年には、₁₈歳から₂₀歳の者に科される少年拘禁が導
入され、以後、少年拘禁のための施設が設立されたことは講演にあったとおりであ
































国に移すこととなったという6。その後、刑法の改正によって、₃₁章 ₁ 条の ₂ が新
たに追加され、閉鎖的少年保護に対する規定が置かれたことに伴い、閉鎖的少年保
護の執行に関する法律が₁₉₉₉年に施行された。かつての少年拘禁が不定期刑であっ
た一方、これは定期刑とされ、その期間は₁₄日以上 ₄ 年以下とされた（₃₁章 ₁ 条の
₂ 第 ₂ 項）。
　しかし、少年に特別な保護が必要であると認められた場合には、刑罰が科される
のではなく、社会サービスによる取扱いが優先されなければならない。拘禁とは別
に、このルートにも強制的な措置が用意されている。原則として、社会サービスは
当事者の同意を必要とするとされているが7、児童福祉に限っては同意によらずに
強制的な措置を行うことが可能とされ、そこでは、施設での保護のみならず、社会
と接触させながら少年の改善をはかるという仕組みがさまざま用意されている。
6 　坂田仁「スウェーデンの『閉鎖的少年保護』」『日本刑事法の理論と展望—佐藤司先生古
稀祝賀—（下巻）』（信山社、₂₀₀₂）₅₁₁頁、₅₁₄頁。
7 　社会サービス法においては、それまで対象者を受動的地位においていた点を変更してい
る。このことについては、高田清恵「スウェーデン社会サービス法における自己決定権尊
重の原則」法政論叢₄₄巻 ₁ 号₁₀₅頁に詳しい。
10
筑波法政第₆₃号（₂₀₁₅）
　これらの法の存在によって、スウェーデンにおける少年事件については、講演中
にもあったようなさまざまなルートが選択されることになるが、多くのルートが用
意されていることで、スウェーデンの少年法制は非常に複雑なように見える。すな
わち、少年事件を扱う専門の裁判所ではない一般の裁判所が、さまざまな方向性の
処分の中から、事案に応じて何が重要であるかを適確に選びとらなければならない
ことになっている8。このような法システムについて、ノルドレフ教授は、少年に
対する最も効果的な手続が存在しないことのあらわれであると評価される。ノルド
レフ教授は、これらの手続を少年を中心に据えた観点からの統一的な手続とするこ
とを主張される。そのためには大幅な法改正も要すると予測されるが、用いられる
用語を改めることも必要とされている。
　スウェーデンのような制度を置いていることは、個々のケースを吟味したうえで
何が最も当該少年にとって適しているかを考慮する道を用意していると評価できる
一方、刑事司法と社会サービスとの交錯により、その判断過程が非常に複雑である
ことや、ノルドレフ教授の指摘されたように、少年にとって最も良い手続が一体ど
れであるのかが定まっていないのだという批判も可能であろう。
　両国は、家庭裁判所の有無にもあらわれているとおり、そのシステムや歴史的背
景も大きく異なるため、一概にどちらが優れているといったような議論は適切では
ないと考えられる。しかし、いわゆる福祉国家としてよく知られるスウェーデンに
おいては、社会サービスによる処遇が多く用意されており、これが少年の処遇はそ
のほとんどが社会サービスの事柄であると認識されていることを示しているように
見える。わが国においては、昨今の少年による重大な犯罪についての度重なる報道
の影響もあってか、厳罰化の議論も多く見られるところであるが、「少年法は少年
の性格の矯正および環境調整に必要な処分（刑罰を含め）を用意しており、保護処
分が刑罰より軽いとか、刑罰の多用が少年犯罪の防止に役立つとかの考えは、少年
法に対する認識の欠如に基づく」9ものであるという視点は忘れてはならない。た
しかに₂₀₀₀年以降の改正については、少年に対する刑事事件における科刑の適正化
をはかるためのものであると説明される。ほかにも少年事件であることに対する特
別な配慮による例外はあるし、刑事裁判において保護処分相当と判断された場合に
8 　スウェーデンの量刑については、坂田仁「スウェーデン刑法における制裁の量定」人間
科学論究₂₀号₄₉頁を参照のこと。
9 　澤登俊雄・比較少年法研究会『少年司法と国際準則—非行と子どもの人権』（三省堂、
₁₉₉₁）₁₄頁。
11
シャスティン・ノルドレフ「スウェーデンにおける少年法体系」  （守田）
は、再び家庭裁判所に移送されることもあり、逆送となった事件の刑事処分が強制
されているわけではない（₅₅条）というのは事実である。そのため、₂₀₀₀年以降の
改正を、厳罰化であるとする批判に対しては、一律の厳罰化をしたわけではないと
いう反論がなされる10。しかし、言い渡され得る刑事制裁がこれまでよりも長期の
ものとなる点で、より長く社会から隔離されることともなり、少年法のいう健全育
成という目的からは遠ざかっているように思われる11。わが国の改正のなかにみら
れたような刑事司法的側面の強調は慎重になされなければならない。これは、少年
法の目的をいかに解釈するかという議論と繋がるものではあるが、ここでは立ち入
らない。ただ、制度が全く異なるスウェーデンとわが国ともに、少年にとっての最
善な道を模索すべきであるという根本的な考えは共通しているのであり、講演中に
もあったとおりそれぞれ問題を抱えてはいるものの、わが国における少年法の今後
の発展のためにスウェーデン法は大いに示唆を与えるものと考えられる。
（人文社会系助教）
10　川出敏裕「少年法改正のあゆみ」ひろば₆₇巻 ₉ 号₁₁頁。
11　土本武「刑事司法の中での少年法の理念」法学セミナー₇₁₄号₂₄頁。
